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６．大分県副知事との意見交換会

７．５県(広島・山口・島根・高知・大分)集落営農法人等連絡協議会サミット

８．政府への提言活動
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１．大分県集落営農法人会 新体制

平成30年5月15日(水)に、豊の国健康ランドにおいて、平成２９年度大分県集落営農

法人会総会を開催した。県下法人代表ら約７５人が参加し、全４議案を審議・承認した。

役員改選では、豊後大野地区の（農）みやお・佐藤勇夫氏が新会長に就任した。



２．ＪＡ農機フェア２０１８ [後援事業]

平成30年8月29日(水)～31日(金)に、大銀ドームにて「ＪＡ農機フェア2018」が開催

され、会員110名が来場した。来場した会員には、記念品として『チップソー』を贈呈

した。

３．農業機械メンテナンス及び安全講習会（広瀬台営農組合）

平成30年9月19日(水)、杵築市の(農)広瀬台営農組合において、ＪＡ全農おおいた農

業機械課を講師とした「農業機械メンテナンス及び安全講習会」を開催し、近隣の法人

等から約30名が参加した。

※講習会の開催を希望する法人は、ＪＡ全農おおいた農業機械課へ相談して下さい。

４．ＪＡ玖珠九重と集落営農法人会との情報交換会

平成30年9月19日(水)、ＪＡ玖珠九重と管内集落営農組

織との情報交換会を開催し、ＪＡ石井組合長、集落営農法

人会大野委員、関係機関等が出席した。ＪＡより自己改革

の取組状況や各事業について報告した後、意見交換を実施

した。

この情報交換会は昨年から実施しており2回目の開催と

なるが、ＪＡ事業に対する質問や要望が活発に行われ、こ

の会を機に事業の改善や新たな取り組みが進むことが期待

される。

５．ＪＡ大分中央会等との意見交換会

平成30年10月31日(水)に、ＪＡおおいた・ＪＡ大分中央会・ＪＡ全農おおいたの代

表者との意見交換を実施し、ＪＡグループの自己改革について、多くの意見を交した。



平成30年10月31日(水)に、大分県庁にて安東隆副知事との

意見交換会を開催した。出席した委員から各法人の園芸品目

や人材確保に対する取り組みや課題について報告した後、行

政に対し雇用やドローン導入に対する支援の要望等を行った。

安東副知事は、「米消費量の減少や高齢化など、集落営農

の課題は多い。スマート農業などの新しい農業を駆使しつつ

農業活動を支えていただきたい。全力でサポートする。」と

述べた。

６．大分県副知事との意見交換会

７．５県(広島・山口・島根・高知・大分)集落法人等連絡協議会サミット

１１月２９日（木）に、ホテル日航大分オアシスタ

ワーにて、平成３０年度５県（広島・山口・島根・高

知・大分）集落法人等連絡協議会サミットを開催した。

各県の集落営農法人、県・ＪＡ等関係機関職員など８０

人が参加し、中山間地域を多く抱える県共通の課題解決

に向けて協議した。

今回は、政府への提言活動を行うことを目的として、

『中山間地域の集落営農法人の継続について』をテーマ

に、「ヒト」「モノ」「カネ」「情報」の４つの分科会

に分かれ、人材・収益性の確保などについての要望事項

を協議した。

分科会後に各県代表者で要望内容を確認し、その後の

全体会において政府への要望事項が全会一致で採択され

た。



８．政府への提言活動

平成30年12月12日(水)に東京都千代田区霞が関の農林

水産省において、５県集落法人等連絡協議会サミットで

採択した国への要望事項を各県協議会代表者から小里泰

弘農林水産副大臣に提出した。

要望事項１１項目の中から特に重点を置く、「農の雇

用事業等にかかる年齢要件等の緩和」、「規模拡大・園

芸品目導入等にかかる機械整備事業の要件緩和」、「農

業経営基盤強化準備金の要件緩和」の３項目を佐藤会長

が読み上げ、中山間地域における集落営農の現状や課題

を伝えるとともに小里副大臣に要望書を手渡した。

小里副大臣からは、「中山間地域を守る手段として集

落営農の取組みに期待している。要望事項は関係部署に

て充分検討し改善に取組んでいきたい。」との返答が

あった。

その後、農林水産省経営局経営政策課の担当者と要望

事項について具体的に意見交換を行った。

この提言活動は、県集落営農法人会や５県集落法人等

連絡協議会にとって初めての取組みであり、政務三役で

ある副大臣に要望書を手渡すなど非常に有意義な活動と

なった。参加者からは「今後も継続した活動にしていき

たい。」との声も聞かれた。

※平成31年度より、農の雇用事業等における年齢要件が

45才未満から50才未満に引き上げられる予定である。

中山間地域の集落営農法人の継続性の確保に関する要望事項

１ 人材の確保について

（１）農の雇用事業や農業次世代人材投資資金にかかる年齢要件等の緩和

（２）農業版ハローワークや人材バンクの創設支援

（３）広域連携組織の設立、運営に対する支援

２ 収益性の確保について

（１）水田活用直接支払交付金や畑作物の直接支払交付金の充実

（２）規模拡大や園芸品目導入に係る機械整備事業の要件の緩和

（３）農地中間管理事業関連の要件の緩和

（４）農業経営基盤強化準備金の要件緩和

（５）中山間地域で導入可能なドローン等、スマート農業にかかる支援策の充実

（６）日本型直接支払制度の充実

（７）中山間地域での畦畔管理にかかる支援策の創設


